
�愛媛県告示第９８６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部八幡浜支局商工観光

室並びに西予市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２３年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

コメリホームセンター宇和店

西予市宇和町上松葉６１番１号

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社コメリ

新潟県新潟市南区清水４５０１番地１

代表取締役 捧 雄一郎

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社コメリ

新潟県新潟市南区清水４５０１番地１

代表取締役 捧 雄一郎

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成２４年３月３０日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

４，５６３平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

９３台

イ 駐輪場の収容台数

２０台

ウ 荷さばき施設の面積

６０平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

３３．９３立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前７時 閉店時刻 午後９時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前６時３０分から午後９時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

３箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成２３年７月２９日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部

八幡浜支局商工観光室並びに西予市役所において告示の日から１

月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

発 行 愛 媛 県
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�愛媛県告示第９８７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２３年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

パルティ・フジ平井 松山市平井町２２７３－
１ 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社フジほか
４者

西日本電電株式会社
ほか ３者

平成２２年
９月１日
外

平成２３年
８月１日

西日本電電株式会社
ほか ３者

ソロン株式会社ほか
３者

平成２２年
１０月１日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第９８８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２３年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

パルティ・フジ平井 松山市平井町２２７３―
１ 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者の開店時刻 午前１０時 午前９時 平成２３年

９月１日
平成２３年
８月１日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の閉店時刻 午前０時 午前２時

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前９時３０分から午
前０時まで

午前８時３０分から午
前２時３０分まで

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 ４箇所 ３箇所 平成２３年

８月２０日

荷さばき施設において荷さば
きを行うことができる時間帯

午前９時から午後４
時まで

午前６時から午後８
時まで

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

愛 媛 県 報平成２３年８月１２日 第２２９２号

６７８
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�愛媛県告示第９９０号
次の地籍調査の結果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

平成２３年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

四国中央市 土居（８） 平成２１年度から
平成２２年度まで

四国中央市の
地籍図及び地籍簿

２ 認証年月日

平成２３年８月１２日

�������
�愛媛県告示第９９１号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という。）第

２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する工事のしゅん

功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、今治市役所において告

示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧することができる。

平成２３年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

今治市

今治市別宮町一丁目４番地１

代表者 今治市長 菅 良二

今治市大三島町宮浦５７１４番３

２ 埋立区域

� 位置

今治市波方町波方字石持甲１５７１番４から同甲１６０９番９までの

地先公有水面

� 区域

次の１点から１６点までを順次直線で結んだ線並びに１６点と１

点を結ぶ平成２０年の秋分の満潮位（Ｄ．Ｌ＋３．２９メートル）の

陸と公有水面との接する線により囲まれた区域

基点（今治市波方町大字波方字石持乙４８２番地の１、国土地

理院「長泉寺」四等三角点）は、北緯３４度０７分１０秒０４７２、東経

１３２度５７分２９秒８５４５の地点

１点は、基点から真北８６度００分１２秒５０２．７３メートルの地点

２点は、１点から真北９５度５１分３５秒５．３０メートルの地点

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第９８９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに宇和島市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２３年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

ダイキ宇和島南店 宇和島市保田字宮ノ
段甲６７２番地 外 駐車場の位置 ４箇所 ３箇所 平成２３年

９月１日
平成２３年
８月１日

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 ５箇所 ４箇所

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに宇和島市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成２３年８月１２日 第２２９２号

６７９



３点は、２点から真北１２８度１１分２９秒３．９６メートルの地点

４点は、３点から真北２１８度１１分２９秒５．３０メートルの地点

５点は、４点から真北１２８度２０分１８秒５８．０４メートルの地点

６点は、５点から真北３８度２０分５７秒１．３０メートルの地点

７点は、６点から真北１２８度２０分２０秒６６．６８メートルの地点

８点は、７点から真北２１８度１２分５３秒１．３０メートルの地点

９点は、８点から真北１２８度１９分０９秒４８．３９メートルの地点

１０点は、９点から真北３８度２４分０６秒５．３０メートルの地点

１１点は、１０点から真北１２８度２６分４９秒５．２８メートルの地点

１２点は、１１点から真北１９５度４８分０１秒５．２７メートルの地点

１３点は、１２点から真北２８５度５３分３０秒５．３０メートルの地点

１４点は、１３点から真北１９５度５１分３８秒１４．５１メートルの地点

１５点は、１４点から真北１０５度４９分２９秒５．３０メートルの地点

１６点は、１５点から真北１９５度４８分３１秒１７．９５メートルの地点

� 面積

８，７４６．４１平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成２２年９月３０日 愛媛県指令２２港第２１６号

４ しゅん功認可年月日

平成２３年８月１２日

�������
�愛媛県告示第９９２号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

西条市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２３年８月１２日

愛媛県西条保健所長 新 山 徹 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

ルネサスエレクトロニクス株式会社

神奈川県川崎市中原区下沼部１７５３番地

代表取締役社長 赤尾 泰

２ 事業場の名称及び所在地

ルネサスエレクトロニクス株式会社西条事業所

西条市ひうち８番地６

３ 特定施設に関する事項

� 除害装置Ｌ

� 現像装置Ｂ

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６５号 酸又はアルカリに
よる表面処理施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり７００枚処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後１週間

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １２～１３

最大 １２～１３

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０

最大 ５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４３０

最大 ４３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．４

最大 ０．４

備考 汚水等は、ＳＯＰＤ処理施設にて処理する。

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １～３

最大 １～３

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８．２

最大 ９．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２５

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ５０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １８０

最大 ２７８

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １０

最大 １０

備考 汚水等は、弗素含有廃水処理施設及び酸アルカリ廃水中和処理施設に
て処理する。

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第６３号ホ 廃ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １分当たり０．２０立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後１週間

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

愛 媛 県 報平成２３年８月１２日 第２２９２号
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４ 汚水等の処理施設に関する事項

� 弗素含有廃水処理施設

� ＳＯＰＤ処理施設

� 酸アルカリ廃水中和処理施設

設 置 年 月 日 昭和５８年９月３０日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理

処 理 施 設 の 型 式 中和処理方式

処 理 施 設 の 構 造 エポキシ樹脂製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法

一次中和槽 縦２．５メートル
横３．５メートル
高さ３．５メートル×２基

二次中和槽 縦２．５メートル
横３．５メートル
高さ３．５メートル×２基

処 理 施 設 の 能 力 １時間当たり３００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和処理方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処 理 施 設 の 主 要 寸 法

ばっ気槽� 縦２．５メートル
横７．５メートル
高さ３．５メートル

ばっ気槽� 縦２．５メートル
横５．５メートル
高さ３．５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １時間当たり１．８立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 膜分離式活性汚泥方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １２～１３

最大 １２～１３

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０

最大 ５０

通常 ２０

最大 ２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ２０

通常 ５

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４３０

最大 ４３０

通常 １００

最大 １００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４１

最大 ４１

通常 ４１

最大 ４１

備考 汚水等は、酸アルカリ廃水中和処理施設にて処理する。

設 置 年 月 日 平成１０年３月１日

処 理 施 設 の 種 類 生物化学的処理

処 理 施 設 の 型 式 膜分離式活性汚泥方式

処 理 施 設 の 構 造 ステンレス製

設 置 年 月 日 昭和５８年９月３０日

処 理 施 設 の 種 類 物理化学的処理

処 理 施 設 の 型 式 凝集沈殿方式

処 理 施 設 の 構 造 エポキシ樹脂製及びコンクリート製等

処 理 施 設 の 主 要 寸 法

凝集槽Ⅰ 縦２．１メートル
横２．９メートル
高さ３．５メートル

沈殿槽 縦９．５メートル
横９．５メートル
高さ３．５メートル

凝集槽Ⅱ 直径 ２メートル
高さ２．８メートル

高速沈殿槽 直径 ４メートル
高さ１．８メートル

処 理 施 設 の 能 力 １時間当たり７２立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 凝集沈殿方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １～３

最大 １～３

通常 ８～１０

最大 ８～１０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８．２

最大 ９．５

通常 ８．２

最大 ９．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２５

最大 ４０

通常 ２５

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ５０

通常 ３０

最大 ５０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １８０

最大 ２７８

通常 ５

最大 ８

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，６３０

最大 １，６８０

通常 １，６３０

最大 １，６８０

備考 汚水等は、酸アルカリ廃水中和処理施設にて処理する。
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５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口

�������
�愛媛県告示第９９３号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２３年８月１２日

愛媛県西条保健所長 新 山 徹 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友金属鉱山株式会社

東京都港区新橋五丁目１１番３号

代表取締役 家守 伸正

２ 事業場の名称及び所在地

住友金属鉱山株式会社磯浦工場

新居浜市磯浦町１７番３号

３ 特定施設に関する事項

� 電池研究所フィルタープレス�１、�２（２基）

� 電池研究所フィルタープレス�３

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号イ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 ろ過面積７平方メートル

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後約１か月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第２７号イ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 ろ過面積６．４平方メートル

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後約１か月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 間欠、８時から１７時

特定施設の１日当たりの使用
時間 ９時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １１～１２

最大 １１～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 １．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９，２００

最大 １１，０００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５

最大 １０

備考 汚水等は、アンモニア回収施設にて処理する。

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６．６

最大 ７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２５

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２２

最大 ４０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８，２９５

最大 ９，０００

備考 この他に、雨水排水口が５箇所ある。

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３～１０

最大 ３～１０

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８．０

最大 ９．４

通常 ８．０

最大 ９．４

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２３．９

最大 ３８．８

通常 ２３．９

最大 ３８．８

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２９．７

最大 ５２．８

通常 ２９．７

最大 ５２．８

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．４

最大 ８．０

通常 １．４

最大 ８．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６，０８０

最大 ６，７８０

通常 ６，０８０

最大 ６，７８０
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� 電池研究所フィルタープレス�４

� 電池研究所洗浄塔�１

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� アンモニア回収施設

設 置 年 月 日 平成１３年５月１５日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 ｐＨ調整及び蒸留回収

処 理 施 設 の 構 造 ステンレス製及びポリエチレン製等

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
�２ 縦１０メートル 横２２メートル

高さ１６メートル
�３ 縦１１メートル 横２６メートル

高さ１９メートル

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号ヌ 廃ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １分当たり１５０立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後約１か月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 間欠、８時から１７時

特定施設の１日当たりの使用
時間 ９時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ２～５

最大 ２～５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 １．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９，２００

最大 １１，０００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２

最大 ４

備考 汚水等は、アンモニア回収施設にて処理する。

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １２

最大 ２４

備考 汚水等は、アンモニア回収施設にて処理する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号イ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 ろ過面積１４平方メートル

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後約１か月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 間欠、８時から１７時

特定施設の１日当たりの使用
時間 ９時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １１～１２

最大 １１～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 １．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９，２００

最大 １１，０００

特定施設の使用時間間隔 間欠、８時から１７時

特定施設の１日当たりの使用
時間 ９時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １１～１２

最大 １１～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 １．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９，２００

最大 １１，０００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６

最大 １２

備考 汚水等は、アンモニア回収施設にて処理する。

愛 媛 県 報平成２３年８月１２日 第２２９２号
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� �５汚水処理施設

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口

�愛媛県告示第９９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように決定する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．４

最大 ６．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １３．２

最大 １５．９

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１８

最大 １．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，９２３

最大 ３，５０６

備考 この他に、雨水排水口が２箇所ある。

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり６００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 ｐＨ調整及び蒸留回収

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １１～１２

最大 １１～１２

通常 １１～１２

最大 １１～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 １．０

通常 １．０

最大 １．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 １００

通常 １０

最大 ５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９，２００

最大 １１，０００

通常 １８

最大 ２１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５００

最大 ５８３

通常 ５００

最大 ５８３

備考 汚水等は、�５汚水処理施設にて処理する。

設 置 年 月 日 平成２１年９月３０日

処 理 施 設 の 種 類 物理化学的処理

処 理 施 設 の 型 式 ろ過及び中和

処 理 施 設 の 構 造 ステンレス製及びポリエチレン製等

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１０メートル 横２１メートル
高さ５．５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 ろ過及び中和

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １０～１２

最大 １０～１２

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 １．０

通常 １．０

最大 １．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ５０

通常 ５

最大 １０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １６．６

最大 １９．３

通常 １６．６

最大 １９．３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５４５

最大 ６３３

通常 ５４５

最大 ６３３

愛 媛 県 報平成２３年８月１２日 第２２９２号
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�愛媛県告示第９９５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９９６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 四国カルスト公園縦断線
上浮穴郡久万高原町西谷字横野８１１７番４から

同字横野８１１７番４まで
０．０～３．５ ０．０８７

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 四国カルスト公園縦断線

上浮穴郡久万高原町西谷字高野８３１２番３から

同字高野８３１３番まで
旧 ７．１～２１．０ ０．３９７

上浮穴郡久万高原町西谷字高野８３１２番５から

同字高野８３１３番まで
新 ８．８～２１．０ ０．３９７

〃 〃

上浮穴郡久万高原町西谷字高野８３１３番から

同字高野８３１２番２まで
旧 ８．３～１３．７ ０．０７３

上浮穴郡久万高原町西谷字高野８３１２番６から

同字高野８３１２番６まで
新 １０．０～２０．１ ０．０７６

〃 〃
上浮穴郡久万高原町西谷字横野８１１５番２から

同字横野８１１４番まで

旧 ８．２～１５．０ ０．０３８

新 ８．２～１５．０ ０．０３８

〃 〃
上浮穴郡久万高原町西谷字横野８１１４番から

同字横野８１１４番まで

旧 ７．７～１３．９ ０．０６３

新 ７．７～１６．５ ０．０６３

〃 〃
上浮穴郡久万高原町西谷字横野８１１４番から

同字横野８１１４番まで

旧 ６．９～１０．５ ０．０４６

新 ７．８～１１．７ ０．０４６

〃 〃
上浮穴郡久万高原町西谷字横野８１１４番から

同字横野８１１４番まで

旧 ３．１～８．９ ０．０６１

新 ３．１～１１．０ ０．０６１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 四国カルスト公園縦断線
上浮穴郡久万高原町西谷字高野８３１２番５から

同字高野８３１３番まで
平成２３年８月１２日

〃 〃
上浮穴郡久万高原町西谷字高野８３１２番６から

同字高野８３１２番６まで
〃

〃 〃
上浮穴郡久万高原町西谷字横野８１１５番２から

同字横野８１１４番まで
〃

〃 〃
上浮穴郡久万高原町西谷字横野８１１４番から

同字横野８１１４番まで
〃

愛 媛 県 報平成２３年８月１２日 第２２９２号
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公 告

�公 告

採石業務管理者試験の実施について

採石法（昭和２５年法律第２９１号）第３２条の１３第１項の規定に基づ

き、採石業務管理者試験を次のとおり実施する。

平成２３年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の場所

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁会議室（第二別館５階第３会議室）

２ 試験の日時

平成２３年１０月１４日（金）１０時

３ 受験願書の提出期間

平成２３年９月７日（水）から同月１６日（金）まで。ただし、郵

送による場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

４ 受験願書の請求先及び提出先

県庁土木部管理局土木管理課又は住所地を管轄する地方局建設

部若しくは土木事務所

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２３年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県歴史文化博物館文化財用Ｘ線透過撮影システム整備業

務

� 委託業務名及び数量

愛媛県歴史文化博物館文化財用Ｘ線透過撮影システム整備業

務一式

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 委託期間

契約日から平成２４年２月２９日まで

� 委託業務の履行場所

愛媛県西予市宇和町卯之町四丁目１１番地２

愛媛県歴史文化博物館 保存処理室１

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に該当金額

の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円

未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとす

る。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書

に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２３年度から平成２５年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務を委託期間内に確実に履行できる体制が整備されて

いることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加停止の期間中にない

者であること。

� 平成１８年４月１日から平成２３年３月３１日までの５年間におい

て、国、地方公共団体又は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４４条の２第３項に規定する指定管理者とこの公告に示した

委託業務と同程度の業務に係る契約を締結し、履行した実績を

有する者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県教育委員会事務局管理部生涯学習課生涯学習推進係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２９３１

� 入札書の受領期限

平成２３年９月２１日（水） 午後１時

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２３年９月２１日（水） 午後１時

愛媛県庁第一別館１０階教育委員室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

委託業務を委託期間内に確実に履行できることを証明する書類

を、入札書の提出に先立って提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

〃 〃
上浮穴郡久万高原町西谷字横野８１１４番から

同字横野８１１４番まで
〃

〃 〃
上浮穴郡久万高原町西谷字横野８１１４番から

同字横野８１１４番まで
〃

〃 〃
上浮穴郡久万高原町西谷字横野８１１７番４から

同字横野８１１７番４まで
〃

愛 媛 県 報平成２３年８月１２日 第２２９２号
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監 査 公 表

は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を期間内に確実に遂行できると知事が

判断した入札者であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基

づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって

有効な入札を行った者を落札者とする。

� その他

詳細は入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Construction of X―ray Transmission Imaging System for

Cultural Properties and Related Services for Ehime Museum

of History and Culture，１ set

� Time limit of tender：１：００ p．m．，２１ September２０１１

� For further information，please contact： Lifelong Learning

Division，Administration Department，Ehime Prefectural Board

of Education，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２９３１

�公表第２２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２３年８月１２日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

私 学 文 書 課 平成２２年１２月２１日

（監査の結果）

平成２１年度における愛媛県私立学校運営費補助金について、法第１９９

条第５項の規定による監査を実施したところ、次の事項が認められた。

満３歳児割対象園児数の誤りにより、４法人に対して計２，２１９，０００円

の補助金が過大に交付され、４法人に対して計２，２１９，０００円の補助金が

不足していたので、補助金の適正な支出に万全を期されたい。

（措置の内容）

補助金の過不足については、平成２２年度補助金で調整するとともに、

今後はこのような誤りがないよう、複数人での確認体制を徹底すること

とした。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

子 育 て 支 援 課 平成２２年８月２３日

（監査の結果）

１ 児童扶養手当返還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の

縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ７５０，９６０ ６，２２０，４００ ６，９７１，３６０

２０年度 ２５０，３２０ ２４，１２７，４４０ ２４，３７７，７６０

差引増減 ５００，６４０ △１７，９０７，０４０ △１７，４０６，４００

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮減

に、より一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ２１，８９７，９０１ １６０，０８９，２８４ １８１，９８７，１８５

２０年度 ２１，６４６，５６５ １４１，７９０，５００ １６３，４３７，０６５

差引増減 ２５１，３３６ １８，２９８，７８４ １８，５５０，１２０

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 １，３０８，４３３ １８，０７９，２２５ １９，３８７，６５８

２０年度 １，５５９，４２１ １６，９０３，７６９ １８，４６３，１９０

差引増減 △２５０，９８８ １，１７５，４５６ ９２４，４６８

３ 産休等代替職員設置事業費補助金について、一部の補助で事業効果

が十分に発現していないと認められるものが見受けられたので、有効

性の観点から補助の必要性、妥当性を検討し、改善されたい。また、

十分に機能していない代替職員の登録制についても見直しされたい。

（措置の内容）

１ 児童扶養手当返還金については、督促状及び催告書の送付など納入

指導に努め、一括納付が困難な債務者に対しては、履行延期の特約を

行い分割納付を推進して順次回収を行った結果、平成２１年度収入未済

額６，９７１，３６０円のうち４０１，１２０円を回収した。また、消滅時効の完成に

より２，４６１，２８０円を不納欠損処理した。

しかし、平成２２年度において返還金１２５，１６０円が新たに発生し、こ

の新たな債務者に対しても、債務の通知を行うなど納入指導に努めた

が、収入が障害年金のみで生活が苦しく、平成２３年５月末時点で未納

となっている。

その結果、平成２２年度末現在の収入未済額は４，２３４，１２０円となって

おり、引き続き市町を通じた納入指導や電話による督促などに努める

こととしている。

返還金は、主に受給者の受給資格に関する届出遅延により発生して

いることから、市町に対して受給者に対する現況届や資格喪失届の提

出指導、関係部門との連携及び関係公簿等の確認について周知徹底を

図り、発生の未然防止に努めたい。

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における貸付金償還金については、資金

の貸付申請時において母子自立支援員による制度の十分な説明と適正

な償還計画の指導を行うとともに、償還開始直前には必要に応じて借

受者に償還が始まる旨を連絡するなど、適期収入に努めた。

滞納となったものについては、資金の貸付の段階から本人への相談・
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� 補助対象機械装置の利用状況については、管理運営規程の定め及

び現地における共同利用を確認するとともに、利用状況について、

今後も継続して定期的に指導及び現地確認を実施することとした。

� 補助事業の履行確認方策については、所管事業の補助金交付要綱

に、新たに「事業の確認」の規程を加え、適正な執行となるよう指

導していくこととした。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

林 業 政 策 課 平成２２年８月２６日

（監査の結果）

１ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金について、

納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 １２，７８２，０００ １９，３２３，０４４ ３２，１０５，０４４

２０年度 １，８７５，０００ １８，７７８，０４４ ２０，６５３，０４４

差引増減 １０，９０７，０００ ５４５，０００ １１，４５２，０００

２ 林業改善資金特別会計における違約金（貸付金償還金に伴うもの。）

について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１５年度～１６年度
及び

１９年度～２１年度
５者 ２，０３１，８１１

（措置の内容）

１ 林業改善資金貸付金償還金については、近年、林業・木材産業を取

り巻く経営環境が厳しさを増す中、法人の解散による事業の廃止等に

より平成２１年度末で８件３２，１０５，０４４円（件数は債務者数）の未収金が

生じており、債務者の資力等に応じた償還の指導に努めた結果、平成

２２年度中に２，４８２，９４３円が償還され、平成２３年５月末現在の滞納繰越

に係る未収金額は２９，６２２，１０１円となったが、平成２２年度に新たに４件

１０，４１３，０００円の未収金が発生したことから、平成２３年５月末現在の未

収金総額は、４０，０３５，１０１円となっている。

今後とも、適正な償還指導を行い、未収金の早期収入に努めたい。

２ 法人の解散による事業の廃止等により生じた貸付金償還金に係る違

約金については、平成２１年度末で５件２，０３１，８１１円（件数は実債務者

数）の未収金が生じており、いずれも返済資力がなく回収が困難な状

況であるが、債務者の資力等を考慮し、分割による納入や貸付金償還

金完済後の納入を指導しているところである。

この結果、平成２２年度中に２４０，０００円が納入され、平成２３年５月末

現在の滞納繰越に係る未収金額は、１，７９１，８１１円となっている。

今後とも、違約金に係る適正な債権管理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

森 林 整 備 課 平成２２年８月２６日

（監査の結果）

県有林経営事業特別会計について、平成２１年度末の歳入不足額は２１億

８，６５３万円余と前年度より３，９１６万円余悪化していることから、今後とも

健全な経営に向けてより一層の努力が望まれる。

指導にあたっている県下の母子自立支援員全員の協力を得ながら、督

促状の送付、滞納状況に関する通知及び本人又は保証人への電話、

訪問を行うなど償還指導に努めた。

さらに、平成２２年度には、償還期間が終了しているにもかかわらず

いまだ償還金を滞納している本庁所管分の３６９件（未納額１０６，２４３，４５９

円）全件について、一斉に催告書を発出したところ、このうち１，２５５，１９５

円が平成２２年度内に納入され、１３件が完納に至った。

これらの結果、前年度からの滞納繰越分２０１，３７４，８４３円のうち、

３，１９３，４３１円が平成２２年度内に納入されたが、平成２２年度償還分

２２，１６３，９８１円が未収となったことから、平成２２年度末の収入未済額は

２２０，３４５，３９３円となっており、引き続き収入確保と滞納繰越額の縮減

に努めたい。

３ 平成２２年５月２７日付けで愛媛県産休等代替職員制度実施要綱等を一

部改正し、産休等代替職員の定義付けを行うとともに、同職員の登録

制を廃止した。

� 愛媛県産休等代替職員制度実施要綱の改正内容

ア 「産休等代替職員」の定義について、産休等職員の職務を臨時

に行う者であって、補助実施年度の民間施設給与等改善費にかか

る勤続年数算定対象職員（算定対象と同様の常勤職員を含む。）

以外の職員とする旨を規定

イ 産休等代替職員の登録にかかる規定を削除

� 愛媛県産休等代替職員設置事業費補助金交付要綱の改正内容

補助金の交付申請、実績報告等の宛名を地方局長へ変更

� 愛媛県産休等代替職員制度承認等事務取扱要領の改正内容

ア 実施要綱中産休等代替職員の登録にかかる規定の削除に伴う項

目の削除

イ 産休等代替職員が、当年度の民間施設給与等改善費にかかる勤

続年数算定対象職員に該当しない旨を確認する項目の追加

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

農 産 園 芸 課
平成２３年３月１１日、
平成２３年３月２４日、
平成２３年４月２０日

（監査の結果）

平成２１年度におけるあぐりすとクラブプロジェクト支援事業費補助金

について、法第１９９条第５項の規定による監査を実施したところ、次の

事項が認められた。

・ 補助事業者である西条ベリー部会は、補助金の交付決定を受けた

機械装置（以下「補助対象機械装置」という。）の購入に際して、

一般競争入札を実施していたが、実際には当該一般競争入札を実施

する前に当該参加者のうちの一者に対して個人連帯保証を付した発

注を行っていた上、補助対象機械装置以外の機械装置等の代金を補

助対象機械装置の代金に水増しした契約書を作成し、それを基に補

助事業の実績報告を行っていた。

補助対象機械装置以外の機械装置等の代金に係る補助金はこれら

の行為がなければ支出しなかったものであり、県は、交付した補助

金額（３，０００，０００円）と補助対象機械装置の代金に係る補助金額

（１，４７４，４６５円）との差額１，５２５，５３５円を過大に交付していた。

・ 同支援事業費補助金の交付を受けて実施された補助事業について、

整備した施設の運用計画及び帰属について規約に定めがなかったり、

資金計画について規約の定めはあるものの遵守されていなかったも

のがあったので、経済性、有効性の観点から十分検証するとともに、

補助事業の履行確認方策を抜本的に見直しされたい。

（措置の内容）

� 過大に交付した補助金１，５２５，５３５円については、愛媛県補助金交

付規則に則り、交付決定を取り消すとともに平成２３年６月１日に返

還を受けた。

� 補助金１，５２５，５３５円に係る加算金１８５，３５２円については、平成２３年

６月１３日に納入を受けた。
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（措置の内容）

県営林の経営については、平成１２年２月に策定した県営林経営改善計

画「県営林経営の新たな改善方向（Ｈ１２～７６）」に基づき早期財政健全

化等に取り組んでいる。

平成２２年度においては、従来から行っている国庫補助事業の導入によ

る育林経費の負担軽減に加え、

○森林そ生緊急対策事業（国費１００％）等の実施

○緊急雇用創出事業の導入による森林整備

○ボランティア活動や企業の森づくり活動の拠点となる“森林づくり

フィールド”の提供・整備（森林環境税事業）

など、育林経費（特別会計）の支出を伴わない県営林の整備に努めてお

り、今後とも可能な限りの収支改善を行い、健全な経営に向けて鋭意努

力をしてまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

漁 政 課 平成２２年９月１日

（監査の結果）

沿岸漁業改善資金特別会計における沿岸漁業改善資金貸付金償還金に

ついて、収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ０ １，４３０，０００ １，４３０，０００

２０年度 １，０００，０００ ３，０７０，０００ ４，０７０，０００

差引増減 △１，０００，０００ △１，６４０，０００ △２，６４０，０００

（措置の内容）

沿岸漁業改善資金貸付金償還金については、厳しい漁業経営等を強い

られる中、平成２１年度末で１名分１，４３０，０００円の６か月を超える長期延

滞が生じていたが、分割償還計画に基づく返済の指導に努めた結果、平

成２２年１０月４日に滞納者から分割償還として１０，０００円が納入され、延滞

繰越に係る未収金額は１，４２０，０００円となった。今後とも、適正な償還指

導を行い、未収金の早期収入に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

漁 港 課 平成２２年９月１日

（監査の結果）

違約金（設計委託業務に伴うもの。）について、適切な債権管理が望

まれる。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１２年度 １者 ２１０，０００

（措置の内容）

違約金２１０千円は、破産終結通知によって回収のできない債権である

ことから、不納欠損処分の方向で措置したい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

警 察 本 部 平成２２年８月３０日

（監査の結果）

１ 放置違反金について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入

未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ８，３７１，０００ １７，６２１，７６３ ２５，９９２，７６３

２０年度 ９，９９３，０００ １５，５４７，７６３ ２５，５４０，７６３

差引増減 △１，６２２，０００ ２，０７４，０００ ４５２，０００

２ 損害弁償金について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１７年度
及び
１９年度

２者 １，３５３，０００

３ 延滞金（放置違反金に伴うもの。）について、収入未済額の縮減に、

より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ８７８，７００ ４０８，６００ １，２８７，３００

２０年度 ３０６，３００ １１９，８００ ４２６，１００

差引増減 ５７２，４００ ２８８，８００ ８６１，２００

（措置の内容）

１ 放置違反金については、滞納者との面接や電話による催促、督促状

の送付、銀行預金の差押えによる滞納処分等を積極的に実施した。そ

の結果、平成２１年度未収入金２５，９９２，７６３円（１，７０４件）が平成２２年度

末現在で１７，１６５，７６３円（１，１１７件）となり８，８２７，０００円（５８７件）減少

した。今後とも放置違反金の納期限内の収入確保に努めるとともに、

未納者へは違反車両の道路運送車両法に定める継続検査の拒否制度と

合わせ、住所変更の調査や携帯電話番号照会等の追跡調査に基づき、

滞納処分や任意納付のための督促等を積極的に実施し、収入未済額の

縮減に努める。

特に、長期滞納者については、原則滞納者と面接し、催促活動を実

施するとともに徴収体制を強化するため専門職員の雇用の確保を要望

していくこととしたい。

２ 損害弁償金の未収金のうち、平成１７年度分については、督促状によ

り催告していたものの、納入がないまま所在不明となっていた債務者

を平成２２年４月に所在確認したため、納入通知書を再発行して納入を

求めたが、債務者に収入がないことから早期の納入は困難な状況であ

る。今後、引き続き債務者の所在を確認しながら、早期の納入を促す

こととしたい。平成１９年度分は、債務者と面談し納入意思を確認し、

平成２２年度末現在で１７０，０００円が納入された。今後も、債務者の支払

能力を確認し、継続的な納入に努めたい。

３ 放置違反金に係る延滞金については、滞納者との面接や電話による

催促、督促状の送付、銀行預金の差押えによる滞納処分等を積極的に

実施した。その結果、平成２１年度未収金１，２８７，３００円（４４２件）が平成

２２年度末現在で１，２４８，３００円（４２７件）となった。今後とも放置違反金

に係る延滞金の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納者との面

接を行い、滞納処分や任意納付のための督促等を積極的に実施し、収

入未済額の縮減に努めたい。

愛 媛 県 報平成２３年８月１２日 第２２９２号
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�公表第２３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２３年８月１２日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 総 務 企 画 部
平成２２年７月２７日、
平成２２年７月２８日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層

努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ４７２，０６７，３５９ ８２０，４６６，２００ １，２９２，５３３，５５９

２０年度 ４９６，８４４，９２１ ７２７，７６０，７６０ １，２２４，６０５，６８１

差引増減 △２４，７７７，５６２ ９２，７０５，４４０ ６７，９２７，８７８

（措置の内容）

滞納となったものについては、愛媛県徴収確保対策本部において滞納

整理方針及び数値目標を策定して計画的な滞納整理に努めるとともに、

滞納整理強化月間の設定、差押えの早期着手と換価処分の促進などを実

施し、滞納整理に努力した結果、平成２２年度に繰り越した未収入金

１，２９２，５３３，５５９円が平成２３年３月３１日現在で８０８，５４７，７２８円に減少した。

平成２２年度現年課税分については、「自動車税納期内納付キャンペー

ン」（街頭啓発活動等）や、口座振替の推進、納税貯蓄組合の育成指導、

広報等による啓発などにより納期内自主納税の促進に努めたが、平成２３

年５月３１日時点の未収入金は５７４，８７９，８０４円となった。

今後とも、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の納期限

内の収入確保とともに滞納繰越分の整理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部
平成２２年７月２７日、
平成２２年７月２８日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保に努めるとともに、

収入未済額の縮減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 １１３，０２０ ９９，０００ ２１２，０２０

２０年度 １０４，０００ ０ １０４，０００

差引増減 ９，０２０ ９９，０００ １０８，０２０

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮減

に、より一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ５，２１２，６４８ ７，８４８，３０２ １３，０６０，９５０

２０年度 ３，３９５，８４４ ５，１１６，３５２ ８，５１２，１９６

差引増減 １，８１６，８０４ ２，７３１，９５０ ４，５４８，７５４

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 １６５，７９６ ５１３，３７６ ６７９，１７２

２０年度 １５０，３２８ ３６３，０４８ ５１３，３７６

差引増減 １５，４６８ １５０，３２８ １６５，７９６

（措置の内容）

１ 生活保護費戻入金については、生活保護費返還金納付計画に基づく

適期収入が図られるよう、滞納者に対し督促状・催告書の送付や臨戸

訪問による納入指導に努めた。

その結果、平成２２年度は滞納繰越分２１２，０２０円のうち、１２，０００円が

納入されたが、当年度償還分３６，０００円が未収となったため、平成２２年

度末の収入未済額は２３６，０２０円となった。

滞納者は生活保護受給者や低額の年金受給者であるため、計画どお

りの返還が困難であるが、今後も粘り強く返還指導を行い、収入未済

額の縮減に努めてまいりたい。

２ 母子寡婦福祉資金特別会計の貸付金償還金については、貸付申請時

に母子自立支援員が制度を十分説明し適正な償還計画を作成するよう

指導するとともに、償還開始直前には借受者に償還が始まることを連

絡するなど、適期収入に努めた。

滞納者には、督促状の送付、滞納状況に関する通知及び本人又は保

証人への電話、臨戸訪問を行うなど納入指導に努めた。

その結果、平成２２年度は滞納繰越分１３，７４０，１２２円のうち、３，４１５，７４０

円が納入された。（平成２１年度は滞納繰越分９，０２５，５７２円に対し６６３，８９４

円が納入された。）しかし、当年度償還分６，４１４，２５７円が未収となっ

たため、平成２２年度末の収入未済額は１６，７３８，６３９円となっており、引

き続き納期限内の収入確保と滞納繰越額の縮減に努めてまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 建 設 部 平成２２年７月２８日

（監査の結果）

１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入

未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ２，１６７，４８２ ４，６５４，５００ ６，８２１，９８２

２０年度 ３，５８０，７００ ２，６７５，８００ ６，２５６，５００

差引増減 △１，４１３，２１８ １，９７８，７００ ５６５，４８２

２ 契約解除に伴う前払金余剰額に対する利息（工事請負契約に伴うも

の。）について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 １１５，６８８
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（措置の内容）

１ 県営住宅貸付料については、平成２１年度末時点で６，８２１，９８２円（４２

名）の収入未済額があった。平成２２年８月２３日に２，０００円の減額調定

を行い、６，８１９，９８２円（４２名）に変更となった。

滞納者及び保証人に対し、督促状の送付、呼出し、訪問等を行い納

付指導に努めた結果、２，０８６，２８２円（３０名）の納付があったが、平成

２２年度新たに２，２４８，６００円が未収となったことから、平成２２年度末現

在の収入未済額は６，９８２，３００円となった。

なお、悪質な長期滞納者に対しては、明渡し請求の訴訟も提起して

いる。

今後とも住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納

繰越額の回収に努めたい。

２ 平成１９年度に発注した急砂第２－１号の３急傾斜地崩壊対策工事に

ついては、元請業者であるＡ社が事実上倒産したことから、平成１９年

１２月３日付けで契約を解除し、前金払還付金として４，２１０，０００円が保

証事業会社から入金された。この額に対する利息１１５，６８８円を元請業

者であるＡ社に請求するも、いまだ納付されていない。

同社は、経営不振により経営破たんし、平成１９年１２月末頃から商業

登記を残したまま行方不明となっている。このため、商業登記簿調査、

住民票調査、臨戸、建設業界知人からの聞き取り調査等を行い、行方

を捜索しているところである。

平成２３年度も調査は行うが、このまま所在が判明しないのであれば、

工事の契約解除（平成１９年１２月３日）から３年以上を経過しているの

で、債権の種類、時効の時期等を確認の上、債権放棄をする方向で検

討したい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 今 治 土 木 事 務 所 平成２２年７月２８日

（監査の結果）

１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入

未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ９８６，５００ ３，７２３，１００ ４，７０９，６００

２０年度 ２，２７０，７００ ３，３９４，０００ ５，６６４，７００

差引増減 △１，２８４，２００ ３２９，１００ △９５５，１００

２ 違約金（工事請負契約及び設計委託業務に伴うもの。）について、

適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債 務 者 収入未済額（円） 備 考

１３年度及び１４年度 ２者 １０９，７２５

３ 契約解除に伴う前払金余剰額に対する利息（工事請負契約に伴うも

の。）について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債 務 者 収入未済額（円） 備 考

１４年度 １者 ３７，９２５

（措置の内容）

１ 平成２１年度末時点で４，７０９，６００円（３２名）の収入未済額があり、納

入促進対策として、滞納者に対し、毎月、給与支給日等に戸別訪問等

による納入督促を行い、滞納繰越金の約２１．３％、１，００４，８００円（２１名）

の納入があったが、平成２２年度現年度分の収入未済額が４６０，５００円と

なったことから、平成２２年度末現在の収入未済額は４，１６５，３００円とな

った。

今後とも引き続き納入督促を行い、滞納整理を図ってまいりたい。

なお、長期滞納者については、督促状の発送、訪問、電話、呼出し

などでの催告、連帯保証人への協力依頼などにより強力に納入指導を

実施しているが、悪質な長期滞納者に対しては、住宅の明渡しを請求

し、訴訟を提起している。

２ � 工事請負契約の違約金については、平成１４年度にＢ社との間で

工事請負契約（１５２，２５０円）を締結していたが、経営不振のため

倒産し、契約解除による違約金（１５，２２５円）が収入未済となって

いる。当債権については、倒産後、早急に違約金の収入を図るべ

く請求を行ったが、代理人弁護士から任意整理に伴う債権届出書

の提出依頼があったため、債権届出書を提出し配当を待つことと

したが、同弁護士から「財産に対し負債が多額であること、また、

不動産は処分し価値ある財産もないことから、違約金への配当は

困難である。」旨の話があった。

その後、平成１９年２月に同弁護士に照会したところ、「Ｂ社の

任意整理は事実上終了しているが、法人登記の抹消は費用問題で

行う予定はない。」との回答であった。

今後とも必要に応じて情報収集を行い、適切な債権管理に努め

ることとしたい。

� 設計委託業務の違約金については、平成１２年度にＣ社との間で

設計委託業務（９４５，０００円）を締結していたが、経営不振のため

倒産し、契約解除による違約金（９４，５００円）が収入未済となって

いる。同社については、平成１３年９月２８日に大阪地方裁判所から

破産宣告の通知があり、同年１０月９日に破産債権届出書を提出し

債権回収を図ったが、平成１５年２月５日付けで同地方裁判所によ

り破産手続を廃止する旨の決定がなされ、破産管財人から配当は

不可能であるとの通知があった。その後、愛媛県大阪事務所職員

が、平成１９年７月に同社所在地のテナントビルを訪問したが、同

社は存在せず、警備員によると「５年ほど前に自己破産した。」

とのことであった。また、閉鎖登記簿に記載されている支店を当

地方局職員が訪問したが、同支店は不存在であった。今後とも必

要に応じて情報収集を行い、適切な債権管理に努めることとした

い。

３ 平成１４年度にＢ社との間で工事請負契約（８，９２５，０００円）を締結し

ていたが、経営不振のため倒産した。契約解除による既前払金

（３，５７０，０００円）については保証契約に基づき納入させたものの、県

が請求した日から保証事業会社が納入するまでの間に生じた利息に関

しては保証で対応できず、延滞利息（３７，９２５円）が収入未済となって

いる。

違約金の債権管理とともに、今後とも必要に応じて情報収集を行い、

適切な債権管理に努めることとしたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成２２年７月２２日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保に努めるとともに、

収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ３４６，９００ ９９３，１３６ １，３４０，０３６

２０年度 ７５８，４５６ ３５４，６８０ １，１１３，１３６

差引増減 △４１１，５５６ ６３８，４５６ ２２６，９００

愛 媛 県 報平成２３年８月１２日 第２２９２号

６９１



２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮減

に、より一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 １，１１８，１２１ ４，１０９，９６７ ５，２２８，０８８

２０年度 ７９６，０４６ ３，７５７，０８４ ４，５５３，１３０

差引増減 ３２２，０７５ ３５２，８８３ ６７４，９５８

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ０ １，６７４，７６４ １，６７４，７６４

２０年度 ０ １，７２８，２６４ １，７２８，２６４

差引増減 ０ △５３，５００ △５３，５００

（措置の内容）

１ 過年度収入未済額については、改めて催告書を送付するとともに、

家庭訪問や電話、文書等で納入指導を行った結果、前年度からの滞納

繰越額１，３４０，０３６円に対し、１００，０００円の納入があったが、平成２２年度

償還分２，２４８，３８６円が未納となったことから、平成２２年度末現在の収

入未済額は３，４８８，４２２円となっている。

滞納者は、生活保護受給中又は受給していた者で、厳しい生活状況

にはあるが、今後も、引き続き家庭訪問等により返還指導を行い、収

入確保に努めたい。

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、資金の貸付申請時に借主（連帯借主）に対し、制度の十

分な説明と適正な償還計画の指導を行うとともに、貸付決定時に連帯

保証人に対しても、制度の説明と償還指導の依頼通知を行うほか、償

還開始直前には借主に償還が始まる旨を通知し、口座振替を勧めるな

ど納期限内の収入確保に努めた。

また、償還が滞った場合には、借主（連帯借主）に対し督促状及び

催告書の送付、借主（連帯借主）又は連帯保証人への電話や訪問によ

る督促を行うとともに、連帯保証人に対しては、借主に対する返済の

働き掛けの依頼や、連帯保証人自身からの償還など、可能な範囲での

支援を要請し、滞納額の縮減に努めた。

その結果、前年度からの繰越滞納額６，９０２，８５２円に対し、７１５，５６２円

の償還（償還率１０．４％）となっており、滞納者３０名中１１名が完済、１２

名から一部納入を得ることができた。

しかしながら、経済状況の悪化による借主及び連帯借主の収入減や

就職難、借主の疾病等により、生活に困窮し償還できない者が多く、

平成２２年度収入未済額は７，４４９，３７６円（現年度分１，２６２，０８６円、滞納繰

越分６，１８７，２９０円）となった。

この貸付金償還金は、本特別会計における貸付金の財源であること

から、今後とも、借主の生活状況に応じた適切な償還指導により、納

期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部
平成２２年７月３０日、
平成２２年８月５日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保に努めるとともに、

収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ５５５，９００ ６，５８６，３３３ ７，１４２，２３３

２０年度 ３，７６７，４１１ ３，０７０，９２２ ６，８３８，３３３

差引増減 △３，２１１，５１１ ３，５１５，４１１ ３０３，９００

（地域福祉課）

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮減

に、より一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ２，５８０，９７０ ４，７００，６３１ ７，２８１，６０１

２０年度 ２，１８７，７７４ ３，６７１，８２０ ５，８５９，５９４

差引増減 ３９３，１９６ １，０２８，８１１ １，４２２，００７

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 １２０，７１６ １，６００，４４６ １，７２１，１６２

２０年度 ４９，３８２ １，６００，４４６ １，６４９，８２８

差引増減 ７１，３３４ ０ ７１，３３４

（地域福祉課）

３ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保に努めるとともに、

収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 １３８，０００ ６３８，０８２ ７７６，０８２

２０年度 ５９１，０８２ ２４７，０００ ８３８，０８２

差引増減 △４５３，０８２ ３９１，０８２ △６２，０００

（八幡浜支局福祉室）

（措置の内容）

１ 平成２１年度末において、生活保護費戻入金の収入未済額が７，１４２，２３３

円であったが、納入指導を行った結果、平成２３年３月末までに３６２，５５０

円納入され、未納額は６，７７９，６８３円となった。

未納者は９名であり、うち、４名は保護を廃止、残り５名は保護中

である。保護を廃止している４名のうち１名は、行方不明であること

から、随時、出身地町役場への住所地調査や近隣聞き込みにより所在

把握に努めたい。（行方不明１名の収入未済額３３５，０００円。）

廃止している残りの３名及び保護中の５名については、継続して返

還指導してまいりたい。（廃止した３名のうち、大口未納者が２名で

あり、１名は平成２２年１０月まで行方不明であったが、大阪府西成区か

ら連絡があり、同区で平成２２年９月から保護されていることが判明。

納付指導により８０，０００円の納付があり、収入未済額は３，３６５，５４４円と

なった。また、もう１名は平成２３年１月まで行方不明であったが、宇

和島市で保護されていることが判明。）

なお、平成２２年度の生活保護費戻入金については、次のとおりとな

っている。
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２２年度生活保護費戻入金収入状況表

平成２３年５月３１日現在

２２年度調定額 収 入 済 額 収入未済額 収 入 歩 合

５，１３６，７００円 ４，２４８，２９８円 ８８８，４０２円 ８２．７％

未納者１０名

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、資金の貸付申請時に借主（連帯借主）に対し、制度の十

分な説明と適正な償還計画の指導を行うとともに、貸付決定時に連帯

保証人に対しても、制度の説明と償還指導の依頼通知を行うほか、償

還開始前には借主に対し、口座振替を勧めるなど期限内納付を行うよ

う改めて通知し、期限内の収入確保に努めた。

また、償還が滞った場合には、借主（連帯借主）に対し督促状の送

付、電話や訪問による督促を行うとともに、連帯保証人に対しては、

当面の措置として、借主に対する返済の働きかけをさせるとともに、

可能な範囲での支援を要請し、滞納額の縮減に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越額９，００２，７６３円は、平成２３年３月

３１日現在で１，８５９，３１４円の償還、償還率２０．６％（対前年４．５ポイント増）

となり、滞納者６０名中２２名が償還済みとなったほか、２４名からは一部

納入を得ることができた。

しかしながら、借主の不安定な雇用状況等により、生活に困窮した

者、多重債務となった者など償還困難者が多く、平成２２年度出納閉鎖

時の償還未済額は１１，０７２，０４９円（現年度分３，９２８，６００円、滞納繰越分

７，１４３，４４９円）となっている。

この貸付金償還金が、本特別会計における貸付金の財源となること

から、今後とも、借主の生活状況に応じた適切な償還指導により、期

限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に努めたい。

３ 平成２１年度末において収入未済額が７７６，０８２円あり、訪問や電話等

による納入指導を行った結果、平成２３年３月末までに３名から、２００，０００

円納入され、未納額は５７６，０８２円となった。

未納者は４名であり、うち１名は保護を廃止し、３名は保護中であ

る。

引き続き、未納者に対し粘り強く適切な返還指導を行い、期限内の

収入確保に努めるとともに滞納繰越額の縮減に努めてまいりたい。

なお、平成２２年度の現年度分生活保護費戻入金については、次のと

おりとなっている。

２２年度生活保護費戻入金収入状況表

平成２３年５月３１日現在

２２年度調定額 収 入 済 額 収入未済額 収 入 歩 合

７，２４９，４２８円 ７，１４８，４２８円 １０１，０００円 ９８．６％

未納者３名

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 建 設 部 平成２２年８月６日

（監査の結果）

住宅貸付料について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未

済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ８６６，８００ １，４０３，０００ ２，２６９，８００

２０年度 １，２５４，１００ １，２１１，９００ ２，４６６，０００

差引増減 △３８７，３００ １９１，１００ △１９６，２００

（措置の内容）

県営住宅貸付料については、平成２１年度末時点で２，２６９，８００円（２５名）

の収入未済額があった。滞納者及び保証人に対し、督促状の送付、呼出

し、訪問等を行い収納指導に努めた結果、８５１，２００円の納入があったが、

平成２２年度新たに８５２，６００円（２２名）が未収となったことから、平成２２

年度末現在の収入未済額は２，２７１，２００円（２８名）となった。

このうち、９９９，６００円を滞納している１名について、平成１９年３月３１

日に入居許可を取り消した上、明渡し及び損害賠償の請求訴訟を行い、

平成１９年７月２４日に勝訴し、その後、強制執行予定前の平成１９年１１月３０

日に、自ら退去した。

また、２８２，０００円を滞納している１名についても、平成２１年３月３１日

をもって入居許可を取り消した上、明渡し及び損害賠償の請求訴訟を行

い、平成２１年９月２日に勝訴し、その後、強制執行予定前の平成２２年３

月１７日に、自ら退去した。

平成２０年１０月より、退去者に係る家賃滞納の回収業務を民間委託して

おり、必要に応じて土木部建築住宅課と協力して債権回収に努めるとと

もに、入居中の住宅貸付料についても期限内の収入確保及び滞納繰越額

の回収に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 八 幡 浜 土 木 事 務 所 平成２２年７月３０日

（監査の結果）

住宅貸付料について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未

済額の縮減に努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ７０，８００ １，３３４，６００ １，４０５，４００

２０年度 ２０７，２００ １，１４４，３００ １，３５１，５００

差引増減 △１３６，４００ １９０，３００ ５３，９００

（措置の内容）

平成２１年度末時点における県営住宅貸付料滞納分（７名１，４０５，４００円）

については、滞納者及び連帯保証人に対し、督促状の送付、呼出し、訪

問指導及び敷金の充当等を行い未収金の徴収に努めた結果、平成２２年度

において３名から１０５，２００円の納付があり、平成２２年度末時点の滞納分

は、５名１，３００，２００円となった。

また、平成２２年度現年度分については、４月末時点で２３０，７００円（１０

名）の未納が発生していたが、督促に努めた結果、出納閉鎖の５月末ま

でに１７６，８００円の納入があり、収入未済額は５３，９００円（２名）となった。

このうち１名は、平成２２年５月に退去しその後死亡したため、納入の

見込みがたたないが、もう１名は、平成２３年４月分について納入があり、

平成２２年度滞納分についても１か月分の納入があったため、今後も状況

を注視しながら納入を促し指導していきたい。

なお、平成１７年度以前の滞納家賃３名分（１，１４４，３００円）については、

本庁において平成２０年１０月２１日から回収業務を委託している。
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選挙管理委員会告示
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�愛媛県選挙管理委員会告示第４７号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。

平成２３年８月１２日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第４８号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

平成２３年８月１２日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日 備 考
代 表 者 会 計 責 任 者

稲田てるひろ後援会 稲 田 輝 宏 稲 田 美 里 伊予郡松前町西古泉４９０－５ 平成２３年６月２１日

政治団体の名称 異 動 事 項 新 旧 届出年月日 備 考

正岡かずひろ後援会 代 表 者 � 橋 恒 範 仲 岡 久 夫 平成２３年６月２日

税理士による山本公一後
援会 主たる事務所の所在地 宇和島市堀端町１－３５ 宇和島市御幸町二丁目６－２２ 平成２３年６月３日

代 表 者 永 田 幸 子 杉 脇 達 也

会 計 責 任 者 永 田 幸 子 杉 脇 達 也

自由民主党愛媛県遺族会
支部 代 表 者 愛 原 章 � 橋 正 � 平成２３年６月１３日 政党支部

愛媛県行政書士政治連盟 代 表 者 矢 野 浩 司 篠 森 和 雄 平成２３年６月１３日

会 計 責 任 者 仙 波 十三夫 矢 野 浩 司

愛媛県不動産鑑定政治連
盟 代 表 者 亀 田 武 志 渡 辺 正 隆 平成２３年６月１３日

会 計 責 任 者 平 田 耕 二 亀 田 武 志

愛媛県歯科技工士連盟 代 表 者 松 下 清 松 泉 直 三 平成２３年６月１６日

会 計 責 任 者 河 野 喜久巳 松 下 清 松

自由民主党伊予三島支部 会 計 責 任 者 井 川 剛 西 岡 政 則 平成２３年６月１７日 政党支部

愛媛県清酒産業振興研究
会 代 表 者 中 城 英 敏 篠 原 成 行 平成２３年６月２０日

会 計 責 任 者 中 城 英 敏 篠 原 成 行

野口仁後援会 代 表 者 野 口 文 子 野 口 仁 平成２３年６月２０日

愛媛県中小企業政治協議
会 代 表 者 服 部 正 山 本 功 平成２３年６月２１日

坂本ゆうき後援会 代 表 者 坂 本 眸 二 宮 吉 弘 平成２３年６月２３日
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�愛媛県選挙管理委員会告示第４９号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

平成２３年８月１２日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第５０号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定により、次のとおり資金管理団体でなくなった旨の届出があった。

平成２３年８月１２日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

山 口 尊 後 援 会 岡 山 晴 促 平成２２年１２月３１日

自 由 民 主 党 吉 海 支 部 柳 原 能 夫 平成２３年６月１日

自 由 民 主 党 愛 媛 県 軍 恩 支 部 松 原 重 勝 平成２３年６月１５日

野 口 仁 後 援 会 野 口 文 子 平成２３年６月２０日

届出をした者の
氏名 公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名

資金管理団体で
なくなった旨の
届出年月日

備 考

（故）野口 仁 愛媛県議会議員 野口仁後援会 松山市福角町甲５１－１０８ （故）野口 仁 平成２３年６月２０日

資金管理団
体の届出を
した者の死
亡に伴う届
出である。

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

池田洋助後援会「うちこ揚々会」 大 西 啓 介 平成２１年１２月３１日

平成２３年８月１２日 発行
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